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研究成果の概要（和文）：本研究課題では，消防の広域化と呼ばれる消防本部の合併が救急システムに与える効果の分
析と，それに伴う運用効率化のための方法についての研究をおこなった．消防の広域化は，少子高齢化や救急需要の高
まりなどの背景を受け，消防組織の大規模化によるスケール・メリットによる消防体制の強化策のひとつとして策定さ
れた指針である．この指針を受けて，消防本部が合併した場合，具体的にどのような効果が得られるのかについて，ヒ
アリングなどによる合併の実態調査と，シミュレーションによる数値実験をおこなった．また，それらの調査・実験結
果をまとめ，論文として発表した．

研究成果の概要（英文）：In this research, I have studied about an operational efficiency by a merger of am
bulance systems. The merger of ambulance systems is caused by the merger of the Fire Departments which cal
led the plan to spread out municipal fire services. The plan makes the fire service system to better organ
ized and enhanced, by an effect of economies of scale. This research gives an investigation for the actual
 condition of the merger plan, and an estimation of the effect of merger using numerical experiments of si
mulation. Furthermore, simulations for changing future demand of ambulance systems ware executed, and I ha
ve reported these results as papers. 
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１．研究開始当初の背景 
我が国においては，治安の悪化や高齢化の

進展，住民意識の変化などに伴い，救急サー
ビスに対する需要が拡大しており，救急業務
の充実に対する期待が高まっている．救急自
動車（以後，救急車）の年間出場件数は，2004
年に初めて 500 万件を超え，その後４年ほど
横ばいの時期があったものの，研究申請時に
は再び増加に転じていた．研究開始時の過去
15 年間を振り返ると，全国の救急出場件数は
1.67 倍に増加していたにもかかわらず，その
間の救急隊の数はわずかに 1.12 倍の増加に
とどまっていた．さらに，住民などが救急車
を呼出してから実際に救急車が現場に到着
するまでの時間（以後，対応時間とする）の
平均は，同 15 年間でおよそ２分も遅延して
おり，心肺機能停止状態の傷病者の発生など，
一刻を争う局面において救急隊の到着が遅
れる可能性が懸念されていた． 
このような状況の中，消防庁では，「消防

の広域化に関する基本指針」や「トリアージ
に関する検討会」など，さまざまな対応策を
推進・検討していた．このうち「消防の広域
化」は，救急業務を含む消防組織の体制強化
策のひとつとして，小・中規模の市町村の消
防本部を合併・統合し，50 万人程度の大規模
な消防本部を再構築しようとするものであ
った．消防庁では，大規模化によるスケー
ル・メリットが働き，消防業務の効率化が可
能であるとして，合併を促進した．これを受
けて，各県では，広域化に関する基本指針に
したがった合併案を作成した．小・中規模の
市町村の消防本部では，各県が公表した合併
案にしたがい，平成 24 年を目途にして具体
的な協議が進められていた．しかしながら，
合併協議の初期段階においても，具体的なメ
リットがわからないなど，合併に否定的な意
見も少なくなかった． 
救急システムの合併について，学術的な面

から既存研究を見ると，加藤勝氏と糸井川栄
一氏が「地域安全学会論文集」で発表された
「市町村合併に伴う消防本部の再編が救急
サービスに与える影響（2007）」がある．こ
こでは，ヒアリング調査や数理計画法を用い
て，市町村合併による影響を実地的な面から
合併について分析している．しかしながら，
実際に消防の広域化による大きな変化が起
ころうとしている時期においても，広域化に
関する学術的な研究は，ほとんど見当たらな
かった． 
一方，当該研究の研究代表者は，研究開始

前 年 度 ま で の 研 究 （ 科 研 費 研 究 課 題
20710123：新たな移動速度推定手法の確立と
それを用いた救急車シミュレータの開発）に
より，救急車システムに関するシミュレータ
を開発しつつあった．このシミュレータは，
オペレーションズ・リサーチの手法のひとつ
である待ち行列理論を基礎理論として，特定
の確率分布にしたがい，救急車システムのラ
ンダムネスを考慮したシミュレータである．

このシミュレータを用いれば，道路網情報を
用いて詳細な平均対応時間を推定可能であ
り，現実では試すことのできない救急車のさ
まざまな配置を仮定して，その配置を平均対
応時間等の指標により評価する事ができる．
ただし，当時は救急車が３，４台という比較
的小規模な市のみで数値実験をおこなって
いたため，大・中規模なシステムへの応用や，
実用上の意義の創出がその後の課題となっ
ていた． 
 
２．研究の目的 
これらの背景と過去の研究成果を受けて，

本研究では，消防の広域化の指針により，新
たに起こった救急業務の合併という課題に
対して取り組むことを目的としている． 
(1) 本研究の研究期間には，消防の広域化に
よる救急システムの合併が実行される予定
の平成 24 年が含まれている．そこで，本研
究の目的のひとつは，合併協議の経緯や実態
の聞き取り可能な部分についてヒアリング
調査をおこない，適切な合併のプロセスにつ
いて分析することである．各市町村の合併の
適切な組合せは，興味深いテーマのひとつで
あるが，研究申請時，既に各県から合併の組
合せの指針が発表されていたため，本研究で
は，この組合せを前提として，合併指針が提
示されているいくつかの消防本部に聞き取
り調査をおこなう．本研究では，主に救急車
のシステムについて扱うが，実際に合併・統
合がおこなわれる場合，救急システムのみな
らず，消防や組織の給与体系など，さまざま
な協議がおこなわれると予想できる．そこで，
このような実態調査を分析する事によって，
合併における救急システムの位置付けが理
解できるものと考えられる．これにより，救
急システムにおける分析の結果により合併
が適切と判断される場合，その判断が実際に
組織全体の中でどのような意味を持つかを
おおまかに理解する事を目的とする． 
 
(2) 消防本部の合併は詳細な協議の最中で
あったが，各県から公開された広域化計画に
より，合併自体はほぼ確定しているものと思
われていた．しかしながら，この合併によっ
て住民サービスや救急システムとしての品
質に，どのような変化が起こるのか，具体的
にはわからないままであった．たとえば対応
時間について考えると．合併により管轄地域
が広くなり，救急車の最長移動距離は増加す
ることも予想される．呼出し地点に近い救急
車が既に出払っている場合など，最悪の場合
はこれまでより遠い救急車が対応する可能
性も考えられる．また，規模の異なる市町村
の救急業務が広域化されるとき，その効果が
一方のみに偏るという状況も考えられる．こ
のような状況を踏まえ，本研究では合併が救
急業務にどのような影響を与えるのかをシ
ミュレータによる数値実験により具体的に
分析することを目的とする． 



また，近年，救急車の出場件数は，ほぼ毎
年５％程度増加している．そこで，救急需要
が一定割合で増加する場合についても数値
実験をおこない，救急需要が増加した後，合
併の効果にどのような変化をもたらすのか
についても分析する事を目的とする． 
 
３．研究の方法 
本研究では，ヒアリングなどによる合併協

議についての調査と，シミュレーション・モ
デルを用いた数値実験による合併の影響の
分析をおこなう． 
研究初年度は，まず，協力を依頼していた

消防本部へのヒアリング調査をおこなう．こ
こでは，現状の合併協議の進行度などについ
ての聞き取り調査をおこなった．また，県が
提示した合併案の組合せについて，現場から
の感想など聞き取り調査もおこなった．また，
救急体制の調査や救急データの提供など，ヒ
アリング調査終了後におこなう数値実験の
ための材料集めも，同時におこなった．救急
データは，個人情報の保護に留意して，提供
可能な精度のデータを提供していただいた． 
さらに，救急車の運用方法についての聞き

取り調査をおこなった．救急車の運用方法に
は，いくつかの種類がある．最も近い救急車
が現場に出動し，必要に応じて医療機関に搬
送した後，署に戻る方式が基本であるが，そ
の他，最も近い救急車が現場に出動し，必要
に応じてさらにドクターを乗せた救急車が
もう１台出動するというドクターカー方式
などもある．ヒアリング調査の結果，管轄範
囲の広い地方部では，ドクターカー方式を採
用していた．ドクターカー方式には，既存研
究のシミュレータは適用できないことがわ
かったため，シミュレータによる数値計算実
験は通常の方式を適用している署のみで実
験を継続することとした．また，既存研究で
作成していたシミュレーション・モデルの調
整をおこない，コンピュータ言語（C++）で
の実装に取りかかった． 

研究２年目は，消防の広域化の実現の目途
とされていた年にあたる．合併について調査
すべく，ヒアリング調査をおこなった．また，
初年度から継続しているヒアリング調査と
提供していただいた実データを基に，研究２
年目以降では，既存研究のシミュレータを改
修し，合併のシミュレーションが可能なよう
に再設計した．さらに，混雑度を考慮したモ
デル分析が可能となるようプログラムを改
修し，混雑度を変化させた実験をおこなった．
これらのシミュレーション実験を繰り返し，
合併による効果の分析と，その結果の混雑度
のよる影響をまとめ，成果を発表した． 
 
４．研究成果 
本研究の目的は，大きく分けて，（１）広

域化（合併）についての実態調査と（２） シ
ミュレータを活用した数値実験による合併
の効果の分析 である． 

(1) 広域化（合併）についての実態調査では，
研究開始当初，既に各県から具体的な合併の
組合せを含む指針が発表されていた．そして，
平成 19 年には，全国に 807 ある消防本部を
およそ３分の１の 277まで統合するという推
進計画も発表されていた． 
図１は，秋田県における消防の広域化（案）

である．図中の消防署のマークは，秋田県内
の消防本部を示し，枠線は市町村の境界を示
す．色分けは，合併後の広域化ブロックであ
る．これを見ると，秋田県では１３消防本部
が７つの広域化ブロックに合併・統合される
指針が示されている．既に広域消防組合とし
て運営されている２ブロックと秋田市を除
く，４ブロックの合併が指針として発表され
ていた． 

図１：秋田県の広域化ブロック（案） 
 

図２：愛知県の広域化ブロック（案） 



また，図２は，愛知県における消防の広域
化（案）である．図１と同様に，図中の消防
署のマークは，愛知県内の消防本部を示し，
枠線は市町村の境界を示す（ただし，名古屋
市などは区別に境界を示している）．色分け
は，合併後の広域化ブロックである．これを
見ると，愛知県では３６消防本部が１１の広
域化ブロックに合併・統合される指針が示さ
れている． 
このように，具体的な合併案まで示されて

いたこともあり，消防の広域化による合併に
ついてはほぼ確定しているものと思われて
いた．しかしながら，この２県のみならず，
全国各地において多くの合併協議は難航し，
結果として，平成 24年度当時，全国で 18 ブ
ロックの合併・広域化がおこなわれたが，指
針通り平成 24 年度末までに合併した消防本
部は少なく，さまざまな理由で合併協議が中
断するという結果が多くみられた．実際，申
請者がヒアリング調査をおこなっていた２
つの自治体においても，合併しないことが決
定された．この状況を受けて，消防庁では，
広域化実現の期限を５年程度延長すること
を発表した． 
結果として，本研究では合併の適切なプロ

セスを分析する事はできなかったが，代わり
に，合併にはしっかりとした目標と具体的な
メリットの提示が重要であることがわかっ
た．たとえば，合併協議の前に，数値化され
た具体的なメリットなどの情報があれば，合
併協議はよりスムーズに進んだかもしれな
い．本研究は，合併協議と同時進行であった
が，合併協議の前にデータを提供できていれ
ば，さらに有益な情報となったかもしれない．
合併協議が今後も継続されるブロックは少
なくないので，依頼等があれば，今後は個別
の事案についても分析を検討していきたい． 
 
(2) シミュレータを活用した数値実験によ
る合併の効果の分析では，既存研究のシミュ
レーション・モデルとプログラムを改修し，
合併しない場合と合併する場合の両方を分
析することにより，合併の効果を推定しよう
とするものである．本研究では，愛知県にお
ける２市を対象地区として，シミュレーショ
ンによる数値実験をおこなった．各市の人口
や救急車の呼出し件数などは，１市が他市の 
2/3 程度の規模である．しかしながら，これ
らの市は道路網が密接に接続されている市
であり，比較的，合併の効果が得られ易い地
区であると考えられる． 
この数値実験では，はじめに各市を独立し

た救急システムとみなして，合併前の各消防
本部における現状分析をおこなった．その後，
合併がおこなわれたと仮定して，広域化ブロ
ックとしての分析をおこなった．全体として
は，平均対応時間は合併前の中間程度になり，
呼損率（ブロッキング率）は合併によって著
しく下がる傾向があった．この結果は，おお
よそ予想通りの結果である．呼損率が下がる

のは，救急車の台数が増えるため，すべての
救急車がサービス中である可能性が低くな
るためである． 
全体としての分析後，シミュレーション・

ログを解析する事により，どのような地域に
効果があるのかについても分析をおこなっ
た．合併により直接的に最も近い救急車の配
置場所が変更される地区もいくつか存在す
る事がわかった．このような地区においては，
合併は大きな効果を有する．しかしながら，
それ以外の地区においても，地区別の平均対
応時間が短縮される傾向があることがわか
った．これは，合併により救急車の割当てが
適正化されたことによる効果が，システムの
多くの地域に効率化の影響を波及させたこ
とによるものと考えられる．ただし，シミュ
レーション・ログの解析によると，他市の救
急車から実際にサービスを受ける割合は全
体の５％程度であり，合併による効果が抜本
的な効率化になるとまでは言えないことも
わかった．また，合併前の市の単位で見ると，
合併の効果にはある程度の偏りがみられ，不
平等な合併につながる可能性があることも
わかった．合併協議の際には，各市が全体的
なメリットを見出し，このような条件を乗り
越える必要があると考えられる． 
これらの結果から，合併の効果を十分に得

るためには，単に地域を統合するだけではな
く，さまざまな改善案が必要であると考える．
本研究では，合併後の消防本部をひとつの救
急車システムとみなし，救急車の配備場所の
変更や配備台数の変更など，総合的な改善案
についても分析した．この分析では，現在保
有している消防署や出張所に配備されてい
る救急車の台数を変更してシミュレーショ
ン実験を繰り返し，最も短い平均対応時間を
算出する配備を求めた．しかしながら，今回
の対象地区では，最も適切な配備は現状の配
備のままであることが確認された．これによ
り，合併しても現有設備のみを考える場合は，
それほど大きな効果が得られないであろう
事が確認された．よって，合併によって大き
な効果を得るには，合併後のシステムを見越
した消防署の配置の変更など，各市が協力し
合って総合的な効率化を目指す必要がある
ことがわかった． 

 
図３：救急需要の変化と平均対応時間 



さらに，今後も救急需要は伸び続ける可能
性が高いと言われている．そこで，今後，救
急需要量が変化する場合についても，合併の
効果が存在するのかどうかについても分析
をおこなった．図３は，現在の救急需要量を
１と基準化し，それぞれ 1/5 倍，1/4倍，1/3
倍，1/2 倍，２倍，３倍に変化した場合の平
均対応時間である．縦軸は平均対応時間を示
し，救急需要が２倍，３倍になると，平均対
応時間は遅延するであろうという状況もわ
かる．点線は合併しなかった場合の各市の対
応時間の平均を示し，実線は合併後の両市の
平均対応時間を示している．これを見ると，
どのような救急需要量においても，合併の効
果はほぼ一定に存在する事がわかる．よって，
今後，救急需要量が増え続けたとしても，合
併の効果は存在し続けるであろうことがわ
かる． 
全体的なまとめとして，シミュレーション

による数値実験の結果，救急システムの合併
には一定の効果が存在する事が確認された．
この効果は，今後，救急需要数が変化したと
しても存在するであろうことも確認された．
ただし，その効果は単位地域を統合するだけ
は，大きな効果は得られないであろうことが
わかった．よって，合併後，もしくは合併協
議の段階から，合併後のシステム設計につい
て分析し，新施設の構築など総合的な効率化
を目指す必要があることがわかった．これら
の結果は，以下に記述の５．に記載されてい
る各論文と，学会や研究会における口頭発表
にて公表した．それぞれの結果と考察が，今
後の救急システム効率化の一助となること
を期待する． 
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